
　金融機関を取り巻く環境が従来にも増して激しく、かつ大きく変わろうとする中で、当行は確固たる営業基盤
と強靭な経営体質を築くため、3か年計画の中期経営計画を策定しております。

　「第16次中期経営計画（2019年4月～2022年3月）」の詳細は、次のURLからご覧いただくことができます。
　（当行ホームページアドレス） https://www.sagabank.co.jp

中 期 経 営 計 画

経 営 の 基 本 方 針

　地域に根をおろす地元
の銀行として、地場産業
の振興・発展をお手伝い
するとともに、地域社会の
皆さまの豊かな生活づく
りと地域文化の向上にお
役に立つよう努めます。

地域社会の発展に
奉仕する

　お客さまにご満足いた
だけるサービスの向上を
目指します。
　また、時代の変化に積
極的に対応した経営によ
って株主の皆さまの期待
にお応えします。

顧客および株主の
信頼に応える

　人間尊重の風土を育む
とともに、よりよい職場環
境の醸成によって行員一
人ひとりの豊かな生活づ
くりを目指します。

従業員の福祉を
向上させる

未来をみつめ、地域の発展を願って
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　私ども佐賀銀行は｢地域密着と健全経営｣に徹し、地元金融機関として良質な
金融サービスを提供し業務を通じて地域社会の発展に奉仕します。

経 営 理 念

年 　 月 中 間 期 の 決 算2 0 1 9 9
2019年９月中間期（2019年４月１日～2019年９月30日）の当行単体の業績につきまして経常収益は、役務取引等収益が増

加したことや、国債等債券売却益が増加したことに伴うその他業務収益の増加があったものの、株式売却益の減少を主因にその他
経常収益が減少したこと等から、前年同期比38億５百万円減少の167億41百万円となりました。
経常費用は、国債等債券売却損が減少したことに伴いその他業務費用が減少したことや、営業経費の減少により、前年同期比
35億20百万円減少し150億26百万円となりました。
この結果、経常利益は、前年同期比２億86百万円減少し17億14百万円となりました。
また、中間純利益は、前期特別利益として計上した固定資産処分益の反動減等もあり、前年同期比６億23百万円減少し11億５
百万円となりました。
なお、連結経営成績につきましては、連結経常収益で前年同期比37億６百万円減少の205億19百万円、連結経常利益で前年
同期比１億66百万円減少の18億27百万円、親会社株主に帰属する中間純利益で前年同期比５億33百万円減少の10億76百
万円となりました。

預 金 ・ 貸 出 金 等 の 状 況
2019年9月末の総預金残高は2兆2451億円となり、前年同期比443億円増加、2019年3月末比457億円減少しました。

また、個人預かり金融資産残高は3,238億円となり、前年同期比121億円増加、2019年3月末比64億円増加しました。
2019年9月末の総貸出金残高は1兆7,609億円となり、前年同期比1,087億円増加、2019年3月末比301億円増加しまし

た。
（注）個人預かり金融資産残高は、投資信託、生命保険、公共債の合計であり、外貨預金は含んでおりません。
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自 己 資 本 比 率
　自己資本比率（国内基準）は、前事業年度末と比べて法人・中小個人さま向け等の貸出金増加によるリスクアセットの増加はあったも
のの、利益の積み上げ等により22億円の自己資本の増加があったことより、前事業年度末比0.01%ポイント増加し8.15%となりました。

　債権総額中に占める金融再生法開示債権（いわゆる不良債権）の比率は、2018年3月末の2.12％が2019年3月末には2.15％
となりました。
　なお、当行は部分直接償却を行っておりませんが、部分直接償却を行った場合のこの比率をみますと、2019年3月末で1.93％
（2018年3月末では1.91％）となっております。

不 良 債 権 の 状 況

■2019年3月末の不良債権の状況

■自己資本比率（国内基準） ■自己資本額（国内基準）
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自己資本額
1,060億円

債権総額
1兆7,513億円

正常債権
1兆7,136億円

※不良債権は金融再生法開示債権です。
※当行は部分直接償却を行っておりませんので、その相当額に対して貸倒引当金を計上しております。

部分直接償却相当額
38億円

 部分直接償却を
行った場合の
不良債権額
338億円

（全体の1.93％）

 不良債権
376億円

（全体の2.15％）

不良債権
376億円

（注）個人預かり金融資産残高は、投資信託、生命保険、
　   公共債の合計であり、外貨預金は含んでおりません。

預金残高の地域別比率 個人預かり金融資産残高の
地域別比率    預金業務等の状況   

　2019年9月末の預金残高は2兆2,451億
円、うち佐賀県・福岡県合計の残高は2兆
2,038億円と全体の98.1％を占めておりま
す。また、2019年9月末の個人預かり金融資産
（注）残高3,238億円のうち97.9%が佐賀県・
福岡県のものとなっております。

預金残高
2兆2,451億円

佐賀
1兆7,118億円
（76.3％）

福岡
4,919億円
（21.9％）

東京・長崎
413億円
（1.8％）

個人預かり
金融資産残高
3,238億円

佐賀
2,447億円
（75.6％）

福岡
724億円
（22.4％）

東京・長崎
66億円
（2.0％）

　2019年9月末の中小企業等貸出金残高は1兆2,265億円と、総貸出金に
占める割合は69.6%となっております。

貸出金残高
1兆7,609億円

　事業者先数は、事業性評価に基づいた提案力を強化
し、創業、成長、事業承継などライフステージに応じた適
切な支援を行うことにより増加に努めてまいります。

事業者先数の推移総貸出金に占める
中小企業等貸出金の残高

総貸出金に占める
中小企業等貸出金の比率
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地 域 貢 献 活 動 ～ よ り 豊 か な 地 域 社 会 づ く り を 目 指 し て ～
　当行は、地域に根をおろす地方銀行として、地場産業の振興・発展をお手伝いするとともに地域社会の皆さまの豊かな生活
づくりと地域文化の向上のお役に立つことを使命と考えております。

　当行では、地域の企業や個人事業主の皆さまの事業に必要な運転資金、設備資金等、
様々な資金需要に積極的にお応えしております。

銀 行 業 務 を
通 じ た 地 域 貢 献
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中小企業等貸出金
1兆2,265億円
（69.6%）

1兆2,071億円1兆2,071億円 1兆2,335億円1兆2,335億円 1兆2,265億円1兆2,265億円

1兆7,609億円1兆7,609億円1兆7,308億円1兆7,308億円
1兆6,522億円1兆6,522億円

（注）中小企業等とは、資本金が3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社または常用する従業員数が300人　　
（ただし、卸売業、サービス業は100人、小売業は50人）以下の会社および個人をいいます。
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自 己 資 本 比 率
2019年9月末の自己資本比率（国内基準）は、2019年3月末比0.08％ポイント増加し8.23％となりました。

不 良 債 権 の 状 況
　債権総額中に占める金融再生法開示債権（いわゆる不良債権）の比率は、2019年3月末の2.15％が2019年
9月末には2.12％となりました。
　なお、当行は部分直接償却を行っておりませんが、部分直接償却を行った場合のこの比率をみますと、2019年
9月末で1.88％（2019年3月末では1.93％）となっております。

■2019年9月末の不良債権の状況

債権総額
1兆7,841億円

正常債権
1兆7,461億円

部分直接償却相当額
44億円

 不良債権
379億円

（全体の2.12％）

 部分直接償却を
行った場合の
不良債権額
335億円

（全体の1.88％）

※不良債権は金融再生法開示債権です。
※当行は部分直接償却を行っておりませんので、その相当額に対して貸倒引当金を計上しております。
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